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1.世界と日本の大気
汚染死亡者数等

5

1 2 3 54 6



PM2.5等の具体的な健康被害

6

→最近は糖尿病、乳児死亡、発達障害、
口腔がんとの関係も！

肺がん
脳卒中
心血管疾患
呼吸器疾患
喘息

低出生体重

1 2 3 54 6



Global Burden of Disease（GBD）
（世界疾病負担研究）

• 1990年に世界保健機関（WHO）などが

中心となってスタートとした世界的な研

究プロジェクト

• 大気汚染などの様々な要因による健
康被害の大きさを計算して世界に警鐘
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世界で年間700万人程度が大気
汚染で死亡

＜後略＞

1 2 3 54 6
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日本でも年間3.7万人程度が死亡

＜中略＞

＜後略＞

1 2 3 54 6



日本の他の研究グループも同程
度の数値を推算
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出典：Goto et al. 2016

＜中略＞

＜後略＞
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アジア全体での推算もあり

＜後略＞
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アジア全体での推算もあり（続き）

出典：Koplitz et al. 2017
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✔

出典：LANCET（2018）

1 2 3 54 6

石炭火力で日本で年間約1200人
程度死亡（LANCETカウントダウン
プロジェクト）



最新研究（GBD 2015）では、日本で
PM2.5で年間6.1万人程度死亡

14出典： Cohen et al. （2017）

✔

1 2 3 54 6



PM2.5は糖尿病リスクも増大

15＜後略＞
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2.日本と宮城における
PM2.5問題
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PM2.5は国民的関心事。かつ「中国
産」ばかりではない

＜中略＞

＜後略＞

→最新の知見では、日本の東北地域の中国
由来PM2.5は1〜2割（都市部はより小さい）

2 3 54 6



PM2.5の環境基準

18

•日本:年平均値15μg/m3以下（日平均35μg/m3以下）

•米国:年平均値12μg/m3以下（日平均35μg/m3以下）

•世界保健機構（WHO）指針:年平均値10μg/m3以下

（日平均25μg/m3以下）

「前略...日本は現在15μg/m3で3割しか達成
していませんので、基準を10μg/m3にしたら、

達成するのはかなり困難になります...後略」
（内山2014）

2 3 54 6



米国での基準強化（15μg→12μg）
の背景

出典： USEPA米環境保護局（2011） 19

2 3 54 6



20

仙台市の濃度PM2.5濃度

出典：

宮城県
環境対
策課

2 3 54 6
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仙台市の濃度PM2.5濃度（続き）

出典：

宮城県
環境対
策課

2 3 54 6



3.死亡者数等の推算
方法および結果

22

33 54 6



地形データ
気象データ
輸送
化学反応

疫学
知見

排出強度

大気拡散モデル

曝露
人口

死亡・
低出生
体重

× =

死亡数等の推算は3つの要素の
組み合わせ
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×

①

② ③

33 54 6



大気拡散モデルとは？

24

• 大気汚染物質の濃度を予測する数式
• 発生源の排出量Qや風向、風速U等の気
象条件を数式に代入して、煙突（高さHe）
などから計算点xの大気汚染物質濃度C
を予測

• 大気安定度も大きく影響

C = f (Q, He, x, U, 大気安定度）

33 54 6



大気拡散モデル：プリューム型

25

•放出点から20km以下の平坦な地形上の濃
度予測に使われ、移流中風向・風速は一定

•二酸化硫黄、窒素酸化物、浮遊粒子状物質
等の化学反応を行わない物質の拡散を対象

33 54 6
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大気拡散モデル：パフ型

• 放出点から50Kmを超える範囲の濃度予
測に使われ、移流中の風向・風速変化や

都市部・山岳などの複雑地形に対応

（50Km未満も予測可能）
• PM2.5やオゾン等の化学反応モデルを組

み込んでいる

33 54 6



主な大気拡散モデル

27

33 54 6

出典：東京情報大名誉教授岡本眞一氏の環境省主催「小規模

火力発電等の環境配慮の推進に関する検討会」（2017年1月26
日）でのプレゼン資料（岡本 2017a）のスライド21枚目



CALPUFFモデルとは？

28

• 米環境保護庁推奨パフ型モデル
• 汚染物質の拡散、化学変化、沈着などを予測
• 気象データは、地域の気象観測データ等を使
用（本件では仙台管区気象台など）

• 大気化学に関しては、日本の一般大気環境
測定局のオゾンデータ等を使用

33 54 6



CALPUFFモデルとは？（続き）
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In addi>on, CALPUFF was considered on a 
case-by-case basis for near-field analyses 
involving complicated topography. CALPUFF 
has been used throughout the United States 
for almost all Class I analyses, and is very 
commonly used throughout the world.
＜後略＞

33 54 6

出典： Jones（2016）

＜前略＞



CALPUFFモデルとは？（続き）

30

＜前略＞

When explaining its ra>onale for demo>ng 
CALPUFF EPA claims that it has issue with the 
“management” of CALPUFF. CALPUFF is 
somewhat unique in the regulatory modeling 
world in that it was not developed, nor has it 
been maintained, by EPA.
＜後略＞

33 54 6

出典： Jones（2016）



CALPUFFモデルとは？（続き）

31

33 54 6

出典： Jones（2016）

＜前略＞

The demotion of CALPUFF is perhaps the 
most controversial of the proposed changes
to the GAQM (Guideline on Air Quality 
Models), and has been met with widespread 
resistance from the modeling community, 
both in the United States and abroad.
＜後略＞



CALPUFFモデルとは？（続き）

32

33 54 6

出典： Jones（2016）

＜前略＞

There are also many in the modeling 
community that believe CALPUFF is a 
superior model from a technical 
standpoint in many instances, and that 
CALPUFF is being demoted mostly for 
poli>cal purposes.
＜後略＞
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仙台PS稼働によるPM2.5年間平均濃度
上昇量（濃度マップ）

CALPUFFモデル予測結果

出典：Myllyvirta and Chuwah （2018）

33 54 6



疫学知見

• 大気汚染濃度と相対危険（死亡率上昇割合）と
の関係に関しては膨大な研究あり

• 例えば、岩井・内山（2000）は、ディーゼル粒子
の相対危険の大きさを明らかにし、日本で年間

5277人が死亡と推算

• 本件で用いた相対危険は、世界保健機構
（WHO）関連の研究などで一般的に用いられて
いるKrewski et al.（2009）などの数値を用いた

34

33 54 6



相対危険とは？

35

要 因
人数 計

死亡あり 死亡なし

曝露群 A B A+B

非曝露群 C D C+D

C
A + B

A

C + D

=

危険因子曝露群の死亡率

危険因子非曝露群の死亡率
= = 死亡率の上昇割合相対危険

33 54 6



相対危険とは？（続き）

36

要 因

人数 計

肺がん
死亡

健常

PM2.5
曝露群

4 96 100

PM2.5
非曝露群

3 97 100

相対危険
PM2.5非曝露群死亡率

=

（死亡率上昇割合33%）

3
4 + 96

4

3 + 97

=

=
3
4

= 1.33

PM2.5曝露群死亡率

33 54 6

＜例＞
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相対危険と濃度との関係

PM2.5濃度（μg/m3）

1.2

1.0

1.1

1.3

相対危険

15105

相対危険（RelaJve Risk: RR）= exp（βΔx）
Δxは濃度上昇量、βは相対危険とPM2.5濃度との関係を示す係数

33 54 6



追加的な死亡者数は以下の式のように示される

死亡者数 = 曝露寄与危険割合×現時点死亡者数

38

死亡者数推算のロジック

33 54 6



曝露寄与危険割合は、Anenberg et al. (2010）か
ら以下のように示せる

曝露寄与危険割合 = （R1-R0）/R1

ただし、 R1はPM2.5曝露死亡率、R0はPM2.5非曝露

死亡率

39

死亡者数推算のロジック（続き）

R1

100% 割合（1）

R0

33 54 6



RR = exp（βΔx）かつRR= R1/R0の場合、これらを

曝露寄与危険割合を示す式（R1-R0）/R1に代入

すると下記のようになる

曝露寄与危険割合

= （R1-R0）/R1 = （RR-1）/RR = 1-1/ exp（βΔx）

= 1- exp（-βΔx）

40

33 54 6

死亡者数推算のロジック（続き）



したがって、PM2.5曝露による追加的な死亡者数は

死亡者数 = 曝露寄与危険割合×現時点死亡者数

41

（1- exp（-βΔx））= 現時点死亡者数×

（甲A11号証の式5）

現時点死亡率 人口（1- exp（-βΔx））= × ×

33 54 6

死亡者数推算のロジック（続き）



本推算で用いた相対危険

42

PM2.510μg/m3

増加による相
対危険

中央値
95% 信頼区
間（低）

95%信頼区
間（高）

参照

心肺疾患 1.128 1.077 1.182 Krewski et al.
（2009）

虚血性心疾患 1.287 1.177 1.407 Krewski et al.
（2009）

肺がん 1.142 1.057 1.234 Krewski et al.
（2009）

低出生体重 1.100 1.030 1.180 Dadvand et al.
（2013）

NO210μg/m3増
加による相対
危険

全原因死亡 1.037 1.021 1.08 WHO（2013a）

33 54 6



推算結果

• 大気拡散モデルによる計算の結果、例えば
仙台PS近隣の多賀城市での年間平均PM2.5
濃度上昇量は約0.3㎍/m3

• PM2.5に関しては、その年間平均濃度が10㎍
/m3上昇すると、例えば肺がんの死亡率が
約14％程度上昇（相対危険：1.14）すること
が疫学知見によって既知

• したがって、仙台PS稼働によって多賀城市
における肺がんの死亡率は14×0.3/10 
=0.42％程度上昇

43

33 54 6



推算結果（続き）

• 多賀城市などでの現在の肺がんなどによる
死亡者数も既知。これらと計算した死亡率

上昇割合によって、多賀城市での大気汚染

による肺がんなどの死亡者を推算

• なお、実際の計算は、GISを用いて数百メー
トル四方メッシュで大気汚染物質濃度上昇

量および死亡者数を計算し、それを合計

44

33 54 6
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健康影響（死亡原因） 死亡数等（中間値） 信頼区間（95%）

PM2.5：死亡 肺がん 1.2 0.5-1.8

脳卒中 1.8 1.1-2.6

虚血性心疾患 3.1 2-4.3

その他の循環器系疾患 1.8 1.1-2.5

慢性閉塞性肺疾患 0.9 0.5-1.2

その他の呼吸器疾患 0.3 0.2-0.4

PM2.5：死亡 PM2.5合計 9.0 5.4-12.7

NO2：死亡 全ての原因 10.2 4.0-14.7

PM2.5とNO2：
死亡

合計 19.2 9.4-27.3

低出生体重 1.1 0.4 - 2.0

推算結果の全体像

33 54 6



4.推算結果の信頼性

46

43 54 6



信頼性は、他の大気拡散モデルや

疫学知見を用いて同様の分析をし

た研究結果などと比較検証するこ

とによって判断される

47

推算結果の信頼性は？

43 54 6



検証1：
①CALPUFFモデルによる計算結果
②他の大気拡散モデルによる計算結果

③仙台PS公表値
上記3つの比較
検証2：相対危険の大きさに関する種々の
疫学知見との比較

検証3：他の死亡者数推算例との比較
48

信頼性に関する3つの検証
43 54 6



原告は、大気拡散モデルの

比較検証を、兵庫県立大学

の河野仁名誉教授に委託

49

検証1：他のモデル等との比較

43 54 6



河野仁氏の経歴・業績等

50

研究テーマ：大気拡散、微気象学

研究従事期間：45年
研究機関名：兵庫県立大学、大阪市環境保健局

主論文：

・「k-εモデルを用いた沿道の自動車排ガス拡散予測
－野外拡散実験データによる検証－」、井上亮、河野

仁、池本和生、2012、大気環境学会誌、47(2)、96-104.
・「都市境界層の大気安定度推定のためのタワーを

使った気温鉛直分布の年間観測」、河野仁、渡邊さつ

き、岩井恒敬、2010、天気、57(8)、589-600.

43 54 6



河野仁氏の経歴・業績等（続き）

51

43 54 6



河野仁氏の経歴・業績等（続き）

52

43 54 6



METI-LISモデルによる比較検証

• METI-LISは、日本の経産省が開発した

大気拡散モデル（プリューム型）

• 比較検証した結果、最大濃度着地点
濃度などにおいてMETI-LIS予測値と

CALPUFF予測値との間には高い整合

性あり

53

43 54 6
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METI-LISモデルによる予測濃度マップ
仙台PS稼働による近隣地域PM2.5年間平均濃度上昇量

出典：河野仁氏提供資料

43 54 6



仙台PSが公表している大気拡散
予測計算との比較検証

• 仙台PSは、工事完成目前にようやく住民
説明会開催し、大気汚染物質拡散予測
を公表（仙台PS住民説明会資料2017）

• それによると、例えば、SO2年平均最大
着地濃度は0.79ppb。一方、METI-LISで
の予測値は0.67ppb

• すなわち、仙台PSの予測値とMETI-LISに
よる予測値との間の整合性は高い

55

43 54 6
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仙台PSが公表した予測濃度マップ
仙台PS稼働による近隣地域大気汚染物質年間平均濃度上昇量

出典：仙台
PS住民説明
会資料
（2017）

43 54 6



3つの予測濃度マップの比較

57

CALPUFF

仙台PS公表METI-LIS

43 54 6



大気拡
散モデル

名
著者等

PM2.5排
出量
(t/y )
(注1)

PM2.5(1次粒
子）年平均
最大着地濃
度(μg/m3)

(注2)

予測
濃度
比率
(注3)

PM2.5年
平均最
大着地
濃度

(μg/m3) 
(注4)

SO2排
出量
(t/y)

SO2年平均
最大着地

濃度
(μg/m3)

予測濃
度比率
(注3)

発電所
から最大
着地濃

度地点ま
での距離

(km)

説明

CALPUF
F

Myllyvirta 
and 

Cuwah
47.4 0.166 1.73 0.32 937 3.2 1.68 

北北西
1km   

拡散モデ
ルと化学
反応複

合モデル

METI-
LIS

河野 仁 47.4 0.096 1 - 937 1.91 1 北西1km
拡散モデ
ルのみ

仙台PS
公表値

窒素酸化
物総量規
制マニュ
アル方式

47.4
0.123
（注2)

1.28 - 937
2.26

(0.79ppb)
1.18 

北北西
2.2km

拡散モデ
ルのみ

58

注1: ばいじん排出量協定値の30%がPM2.5と仮定
注2：浮遊粒子状物質濃度予測値の30%と仮定

注3：METI-LISの計算結果に対する相対比率
注4:PM2.5は、SO2、NO2から硫酸塩、硝酸塩等に化学変化したものを含む

3つの予測値の比較

出典：河野仁氏提供資料

43 54 6



CALPUFFとMETI-LISの数値の違い
の理由は、1）拡散パラメータ、
2）化学反応・2次生成粒子の考慮

59

拡散パラメータの種類

②Pasquill-Gifford（郊外平坦地用：
METI-LIS）

①Briggs（都市部用：CALPUFF）

出典：河野仁氏提供資料

都市では建物によって発生する乱流
のために、同じ大気安定度であって
も、拡散幅は大きくなる

大気安定度は上下方向の気温分布
（大気の密度分布）と風速によって決
まる。A～Fは大気安定度を示す

43 54 6



検証2:他の疫学知見との比較

• Krewski et al.（2009）後に発表された最新
かつ最大の疫学研究はDi et al.（2017）

• 約6000万人を約10年間追跡調査
• その結果、PM2.5の場合、12μg/m3以下の

濃度において、10μg/m3増加した場合の全

死因の死亡率の上昇割合は13.6%

60

→本件で用いた数値はより小さい

43 54 6



検証2:他の疫学知見との比較
（続き）

• Yorifuji et al. （2013）は、静岡県の高齢者約
14000人を追跡調査

• その結果、NO2曝露濃度が10µg/m3上昇す

ると、全死因の死亡率が12％、心血管系の
死亡率が22％、呼吸器系の死亡率が19％、
肺がんの死亡率が20％、それぞれ上昇

61

→本件で用いた数値はより小さい

43 54 6



検証3:他の死亡者数推算との比較

• 平山（2014）は、東京電力管区で、原発再稼働が
ない場合の石炭火力発電所などからのPM2.5排出
増加による死亡者数を推算

• この推算は、CALPUFFやMETI-LISとは異なる大気
拡散モデルや異なる相対危険の数値を用いてる

• 平山（2014）の結果は、肺がんだけで年間約30人
死亡。また、LANCETカウントダウン・プロジェクトで
も日本の石炭火力で年間約1200人死亡と推算

• これらは、発電容量の違いなどを考慮すると、仙台
PS稼働による死亡者数推算と整合性あり
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5.環境基準との関係
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日本のPM2.5環境基準：

年平均値15μg/m3以下、日平均値35μg/m3以下
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PM2.5大気汚染に閾値はない

64

PM2.5曝露（短期）と全死因死亡との関連
（2012年〜2013年東京都23区65歳以上高齢者約66万人対象）

環境基準
（日平均）

出典：Yorifuji et al. (2016)
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＜前略＞

当時米国では、従来の大気汚染物質（二酸化硫黄、粒子状物
質、オゾンなど）の他に微量ではあるが、発がん性のある化学
物質が環境中に存在するようになったこと、発がんの影響には
「この量までは安全という」という「いき値」（threshold）がないと
いう観点から、1983年に米国NRC（National Research Council）, 
“Risk Assessment in the Federal Government: Managing the 
Process”を公表し、これからの環境中の発がん物質の管理に関
してリスクアセスメントを導入すべきという方針を示した時期で
あった

＜中略＞

渡米前からこの「リスク」の考え方が重要になると感じていた私
は…
＜後略＞

PM2.5大気汚染に閾値はない（続き）

出典：内山（2018）
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PM2.5大気汚染に閾値はない（続き）
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• 「PM2.5に関する閾値がない現状では、PM2.5

濃度が環境基準の上にあるか下にあるかに

関係なく、PM2.5濃度が下がれば健康に良い

結果をもたらす」（WHO 2013b）

• 最新の知見（Di et al. 2017）では、低濃度
（12μg/m3以下）の方が濃度が減少した場合

の健康被害の改善度は高い
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低濃度における相対危険
年平均PM2.5濃度とPM2.5長期曝露
による全死亡相対危険との関係

出典：Di et al. (2017)

相対危険

環境基準

15

低濃度の方が
傾きが大きい

53 54 6

仙台市榴岡
付近の濃度



6. まとめ
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仙台PSは極めて具体的で甚大な
死亡等リスクを発生させる

• PM2.5等は一般市民にとって「社会通念」として

の極めて大きな心配事

• 仙台PSによるPM2.5等排出によって発生する死

亡等リスクは具体的に存在し、その大きさ（年

間数人〜数十人）の信頼性も検証されている

• これは、明らかに原告の人格権および人格権
につながる平穏生活権の侵害
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このようなリスクは受忍限度内
ではない

• 仙台PS稼働は、原告、地域住民、日本国民全
体に受益なし（理由：首都圏に売電、仙台でも

宮城でも日本全体でも電力は余っている、雇

用効果小、固定資産税収小）

• 一方、蒲生干潟汚染（水銀など）、温室効果
ガス大量排出、アセス下限ぎりぎりの出力（実

質的なアセス逃れ）などの非公共性を持つ
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蒲生干潟の汚染も大きな懸念
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蒲生干潟の水銀汚染

仙台PS稼働による近隣地域年間水銀降下量

出典：Myllyvirta and Chuwah （2018）
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仙台PSによる温室効果ガス排出

• 2018年10月に発表されたIPCC 1.5℃特別
報告書が意味するのは、先進国の石炭火

力発電所の即時停止

• 途上国も含めて、多くの国が石炭使用の
フェーズアウトを決定

• 先進国の中では、日本のみが石炭火力を
逆に増やしている→世界中から非難集中
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他にも排出源やリスクがあるという
主張は非論理的

• 問題とすべきは、仙台PS稼働によって「新たに追
加的」に発生する被害

• 「他にも排出源やリスクがある」というのは「他に
も悪い人がいる」という責任転嫁の議論

• 過去の判例では、一人でも身体・健康に関する
人格権侵害が認められれば差止めを認容して

いる（名古屋南部公害訴訟判決平成12・11・27）
74
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結論

75

論理的に仙台PS稼働は

認容できない
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